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令和５年３月17日

公益社団法人 日本薬剤師会

常務理事 長津 雅則

かかりつけ薬剤師・薬局に

求められる機能とあるべき姿

令和４年度かかりつけ薬剤師・薬局推進指導者協議会
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薬局の機能として、以下の３つの機能を整理

かかりつけ薬局・薬剤師が持つべき機能

健康サポート機能・・・国民の病気の予防や健康サポートに貢献

高度薬学管理機能・・・高度な薬学的管理ニーズへの対応

これら機能は、すべての薬局が有すべき機能

薬局の機能と目指す姿（考え方の整理）薬局の機能と目指す姿（考え方の整理）
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平成27年10月「患者のための薬局ビジョン」（厚生労働省）
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（厚生労働省資料）
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①薬局機能の明確化
 薬局が備えるべき役割・機能について、法律上、改めて明確化する。
 その上で、地域住民が薬局を適切に選択できるよう、各薬局が有する機能の表示方法

や表示できる機能分類を明確化する。

②多店舗展開を行っている薬局におけるガバナンスの確保
 薬局開設者・管理者の更なる責任の明確化や罰則等の整備。
 法律上明確になっていない中間的統括者等の位置付けやその責任等についても整理す

る(開設法人への罰則規定の明確化等）。

③地域医薬品供給体制確保計画（仮称）の整備
 地域住民の医薬品へのアクセスを確保するため、地域ごとに「医薬品供給体制確保計

画」（仮称）を策定、整備する。

④服薬期間中を含めた対人中心業務の必要性の明確化
 薬剤の交付時だけでなく、服薬期間中を含めた薬剤師による対人業務の必要性を、法

律上、明確化する。

⑤患者・地域住民が使用した全ての医薬品の服用記録の保存
患者・地域住民の医薬品の服用記録の必要性について、法律上、明確化する。

法改正に至る議論の経緯（日本薬剤師会の考え方）

医薬品医療機器制度部会（第1～13回）の議論より
①②④⑤は、令和元年の改正薬機法に反映
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令和元年薬機法改正

 現行の薬機法では、「薬局」について、薬剤師が調剤の業務を行う場所ということしか定
義されていない（医薬品の販売業の部分は括弧書き）。

 「薬局」とは、調剤のみに偏ることなく、要指導医薬品・一般用医薬品を含め、すべての医
薬品及び衛生材料等を供給する機能を有する施設であること、また、地域包括ケアシス
テムの一員として、地域において多職種連携を図るよう努める必要があることなどを、法
律上明確に定義する必要がある。

 その上で、たとえば在宅医療に対応している薬局、高度薬学管理機能を有している薬局
等のように、国民・患者から見て、その薬局がどのような機能を有しているのかといった
情報を容易に把握できるようにするため、各施設が有する機能に応じて薬局を分類する
ことも必要ではないか。

①薬局機能の明確化

薬局の定義の改正（薬機法 第二条第十二項）

薬局の機能に関する認定制度の創設（令和3年8月施行）

H30.7.5医薬品医療機器制度部会（平成30年度第4回）資料【日本薬剤師会資料】より
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改正後 改正前

法 第二条
〈略〉
12 この法律で「薬局」とは、薬剤師が販売又

は授与の目的で調剤の業務並びに薬剤及び
医薬品の適正な使用に必要な情報の提供及
び薬学的知見に基づく指導の業務を行う場所
（その開設者が併せ行う医薬品の販売業に必
要な場所を含む。）をいう。ただし、病院若しく
は診療所又は飼育動物診療施設の調剤所を
除く。

第二条
〈略〉
12 この法律で「薬局」とは、薬剤師が販売又は

授与の目的で調剤の業務を行う場所（その開
設者が医薬品の販売業を併せ行う場合には、
その販売業に必要な場所を含む。）をいう。ただ
し、病院若しくは診療所又は飼育動物診療施設
の調剤所を除く。

法 第一条の五
〈略〉

３ 薬局開設者は、医療を受ける者に必要な薬
剤及び医薬品の安定的な供給を図るとともに、
当該薬局において薬剤師による前項の情報の
提供が円滑になされるよう配慮しなければなら
ない。

第一条の五
〈略〉
（新設）

■薬局開設者に対する義務規定も追加

■薬局の定義の改正

薬局は、あらゆる医薬品を取り
扱う場所、服薬指導等を行う
場所であることを法律上明確化

つまり、薬局と名乗る以上、医
療用医薬品の調剤のみならず、
要指導医薬品や一般用医薬品
を取り扱うことも薬局の役割で
あることが明確化された。

令和元年の薬機法改正
薬局の定義の改正（薬機法 第二条第十二項）

令和２年９月１日施行
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患者が自身に適した薬局を選択できるよう、

○ 入退院時等の医療機関等との情報連携や、在宅医療等に地域の薬局と連携しなが
ら一元的・継続的に対応できる薬局（地域連携薬局）

○ がん等の専門的な薬学管理に関係機関と連携して対応できる薬局（専門医療機関
連携薬局）について、都道府県知事の認定を受けて、上記の名称表示を可能とする。

（地域連携薬局）
第六条の二
薬局であって、その機能が、医師若しくは歯科医師又は薬剤師が診療又は調剤に従事する他の医
療提供施設と連携し、地域における薬剤及び医薬品の適正な使用の推進及び効率的な提供に必要
な情報の提供及び薬学的知見に基づく指導を実施するために必要な機能に関する次に掲げる要件
に該当するものは、その所在地の都道府県知事の認定を受けて地域連携薬局と称することができる。

〈以下略〉

（専門医療機関連携薬局）
第六条の三
薬局であって、その機能が、医師若しくは歯科医師又は薬剤師が診療又は調剤に従事する他の医
療提供施設と連携し、薬剤の適正な使用の確保のために専門的な薬学的知見に基づく指導を実施
するために必要な機能に関する次に掲げる要件に該当するものは、厚生労働省令で定めるがんそ
の他の傷病の区分ごとに、その所在地の都道府県知事の認定を受けて専門医療機関連携薬局と称
することができる。
〈以下略〉

【新設】

令和３年８月１日施行

令和元年薬機法改正（薬局の機能に関する認定制度の創設）
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・健康サポート機能が一定以上（＝基準を満たす）→健康サポート薬局

・かかりつけ機能が一定以上（＝基準を満たす） →地域連携薬局

・かかりつけ機能・高度薬学管理機能が、特定領域で一定以上（＝基準を満たす）
→専門医療機関連携薬局

国民が自身に適した薬局を主体的に選択するための方策

＝機能の「見える化」
≠薬局の種類

薬局の機能と目指す姿（考え方の整理）薬局の機能と目指す姿（考え方の整理）

10

薬機法第二条
12 この法律で「薬局」とは、薬剤師が販売又は授与の目的で調剤の業務並びに薬剤及び

医薬品の適正な使用に必要な情報の提供及び薬学的知見に基づく指導の業務を行う場所
（その開設者が併せ行う医薬品の販売業に必要な場所を含む。）をいう。＜略＞
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認定薬局の趣旨

（R3.2.1 日薬業発第466号より）
 今般創設される薬局の認定制度は、厚生労働省「患者のための薬局ビジョン」や健康サポート薬局、厚生科学審議会医薬品医療

機器制度部会における議論等を踏まえ、患者が自身に適した薬局を選択できるよう、「患者のための薬局ビジョン」において示され
ているかかりつけ薬剤師・薬局の機能や高度薬学管理機能を元に、特定の機能を有する薬局の認定制度として設けられたもので
す。

 改正法では、薬局の定義が従来の「調剤の業務を行う場所」から薬剤及び医薬品の適正な使用に必要な情報の提供及び薬学的
知見に基づく指導の業務を行う場所」、「その開設者が併せ行う医薬品の販売業に必要な場所を含む」（薬機法第二条）へと大きく
改正されました。

 このことは、薬局が調剤のみならず、要指導医薬品や一般用医薬品をはじめとした地域に必要な全ての医薬品を提供する役割が
求められることが改めて明確化されたものです。本年８月から施行される認定制度は、こうした基本的な機能を有している薬局が、
その上で、省令に規定する基準を満たしている場合に、地域連携薬局、専門医療機関連携薬局として認定されるものです。

目指す薬局の姿（日本薬剤師会の考え方）目指す薬局の姿（日本薬剤師会の考え方）

（参考：認定薬局厚労省通知）
かかりつけ薬剤師・薬局の基本的機能は地域連携薬局と健康サポート薬局において共通した機能であり、地域包括ケアシステムの一翼を担う薬局が健康サポート薬局の届出とともに、地域連携薬
局の認定を取得することは、地域においてその役割を十分に発揮する上で重要である。

地域連携薬局・健康サポート薬局の両方を取得する薬局の増加を目指す
（専門性の高い調剤等への対応⇒専門医療機関連携薬局を目指す）

 かかりつけ薬剤師・薬局の基本的機能は地域連携薬局と健康サポート薬局に共通した機能であり、
 薬局は、地域住民に必要な全ての医薬品を提供する機能を有することを前提として、
 地域住民や患者が使用するすべての医薬品使用についての一元管理を目指し、かかりつけ薬剤師・薬局機能を強
化するとともに、

 地域包括ケアシステムの中で、かかりつけ薬剤師・薬局が、地域住民による主体的な健康の維持・増進を支援する
ことを「薬局の目指す姿」として、かかりつけ薬剤師・薬局機能とあわせて、健康サポート機能の充実・強化に努めて
いく。

機能強化の結果として
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＝機能を有している
（利用者にニーズがある場合に提供できる）

＝その制度で求められる要件を満たしている
＝名乗れる（名称独占）
＝社会に対する「保証」

健康サポート薬局

地域連携薬局 専門医療機関
連携薬局

薬局機能のイメージ薬局機能のイメージ

薬局
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 医療、介護、福祉サービスの変革に対応した薬剤師業務
 セルフメディケーションの拠点としての薬局機能を確立する

 ①薬学的管理、②在宅医療への取組み、③後発医薬品の使用促進、④健康情報拠点としての役割

薬局の機能と目指す姿（これまでの議論の整理）薬局の機能と目指す姿（これまでの議論の整理）

 かかりつけ薬局・薬剤師の基本的機能や求められる業務
 健康サポート機能を有する薬局の機能や求められる業務

平成27年10月「患者のための薬局ビジョン」（厚生労働省）
 かかりつけ薬局・薬剤師が持つべき機能
 健康サポート機能：国民の病気の予防や健康サポートに貢献
 高度薬学管理機能：高度な薬学的管理ニーズへの対応（抗がん剤、抗HIV薬等）

平成28年4月「健康サポート薬局」施行

平成30年4月 厚生科学審議会医薬品医療機器制度部会
⇒「薬機法等制度改正に関するとりまとめ」
「薬剤師が本来の役割を果たし地域の患者を支援するための医薬分業の今後のあり方について」（平成30年12月）

 かかりつけ薬剤師・薬局の機能を果たすことが必要
 専門性が高い薬学的管理が継続的に必要となる薬物療法への対応
⇒患者が自身に適した薬局を主体的に選択するための方策
・地域において、在宅医療への対応や入退院時をはじめとする他の医療機関、薬局等との服薬情報の一元的・継続的な情報連携において役割を担う薬局
・がん等の薬物療法を受けている患者に対し、医療機関との密な連携を行いつつ、より丁寧な薬学管理や、高い専門性を求められる特殊な調剤に対応できる薬局

 さらに、薬剤師・薬局には、一般用医薬品等を提供する機能・相談機能を通じて地域住民による主体的な健康維持・増進を
支援するという機能（いわゆる「健康サポート機能」）がある。今後も引き続き、薬剤師・薬局がそのような面においても
更に役割を果たしていくことが強く期待される。

平成25年４月「薬剤師の将来ビジョン」（日本薬剤師会）

平成26年１月「薬局の求められる機能とあるべき姿」（厚生労働科学研究：安原眞人）

平成27年6月「健康情報拠点薬局（仮称）のあり方に関する検討会」設置
⇒報告書「健康サポート薬局のあり方について」（平成27年9月）

かかりつけ機能に加えて
健康サポート機能を有する

「健康サポート薬局」

令和2年8月「地域連携薬局」「専門医療機関連携薬局」施行
かかりつけ薬剤師・薬局の機能：地域連携薬局
高度薬学管理機能：専門医療機関連携薬局
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現状と課題



©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved 15



©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved 16
16



©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved 17

 地域包括ケアシステムの更なる進展が求められる中、薬局薬剤師は、

①地域の他の薬局や医療機関等と連携しながら、薬学的専門性を活かした対
人業務を充実させるとともに、

②健康相談、要指導・一般用医薬品等の適正な販売をはじめとしたセルフケ
ア、セルフメディケーションの支援等の健康サポート業務

に積極的に取り組む必要がある。

 個々の薬局には、こうしたかかりつけ機能（服薬情報の一元的・継続的把握、
24 時間対応・在宅対応、医療機関との連携）を有していることが最低限必要

であるが、地域に求められる薬剤師サービスはより多岐にわたり、全ての機
能を単独の薬局が十分に有することは容易ではなく、地域全体で必要な薬
剤師サービスを提供していくという視点も必要である。このため、地域の薬局
が必要 に応じ連携する仕組みを構築する必要がある。

薬局薬剤師の業務及び薬局の機能に関するワーキンググループとりまとめ～薬剤師が地域で活躍するためのアク
ションプラン～（本文より抜粋）

地域における薬剤師の役割地域における薬剤師の役割
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（１）他職種及び病院薬剤師との連携
・他職種との連携
・病院薬剤師との連携（薬薬連携）

（２）健康サポート機能の推進

（３）地域の実情に応じた薬剤師サービス等の提供体制の検討
・医薬品の供給拠点（患者に必要な医薬品について、適切な薬学的管理・ 指導、服

薬指導とともに提供する。要指導・一般用医薬品を含む。）
・夜間、休日の対応 ・健康サポート（セルフケアの啓発を含む。）
・新興感染症、災害等の有事への対応
・在宅対応（無菌調剤、麻薬調剤等を含む。）
・医薬品関連情報の発信（症例検討会、勉強会の実施・参加等を含む。）

・薬事衛生（医薬品・医療機器の正しい使い方の説明、学校薬剤師、薬物濫用の防
止等） など

薬局薬剤師の業務及び薬局の機能に関するワーキンググループとりまとめ～薬剤師が地域で活躍するためのアク
ションプラン～（本文より抜粋）

今後取り組むべき事項今後取り組むべき事項
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 厚生労働省の調査では、在宅業務を行う薬剤師への他職種からの要望と
しては、どの薬局が在宅業務を実施しているかといった情報に加え、対
応可能な在宅業務に関する情報の提供を求める声が多かった。

 本ワーキンググループにおいても、携帯型ディスポーザブルＰＣＡ
（Patient Controlled Analgesia, 自己調節鎮痛法）用ポンプ等の取扱いの有
無等の情報発信が必要であるとの意見があった。こうした要望への対応
として、各薬局が対応可能な在宅業務について、他の医療提供施設等に
情報を発信する仕組みを構築すべきである。

 具体的な対応方法としては、例えば以下のものが挙げられる。
・地域の薬剤師会が中心となり、情報の取りまとめや発信を行う
・厚生労働省が患者向けの情報を掲載する薬局機能情報提供制度に、他の
医療提供施設等向けの入力項目を追加する

地域医療関係（特に在宅医療）

今後取り組むべき事項今後取り組むべき事項

第8次医療計画（R5年度に都道府県において策定）も
視野に入れつつ検討・取組
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 地域における薬局の役割として、住民の健康維持・増進を支援する取組
も期待されており、要指導・一般用医薬品の情報提供を含め、気軽に住
民等が健康相談等できるよう、健康サポート機能の強化が必要である。

 健康相談等の健康サポート機能が患者に認知され、またその取組が地域
全体に普及するためには、個々の薬局の取組だけではなく、自治体等と
連携した地域全体の取組を行うべきである。

＜具体例＞
・自治体や保険者が行う健康づくりのための事業
・要指導・一般用医薬品の購入希望者への必要な受診勧奨
・糖尿病の重症化予防
・禁煙支援等の健康増進の施策
などが考えられる。

健康サポート機能の推進

今後取り組むべき事項今後取り組むべき事項
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これからやるべきこと
すぐやるべきこと
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薬剤師は、調剤、医薬品の供給その他薬事衛生をつかさどる
ことによって、公衆衛生の向上及び増進に寄与し、もって国民
の健康な生活を確保するものとする。

医薬品の医薬品の
供給

調剤 薬事衛生薬事衛生

国民の健康な生活

薬剤師法第一条（薬剤師の任務）薬剤師法第一条（薬剤師の任務）
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誕生から終末期に至る、ライフステージ全てを通じた薬剤師による
健康サポート、服用薬の一元的・継続的・全人的な管理・指導

健康 発症 重症化・要介護

一次予防
二次予防
早期対応

三次予防

内科受診 整形外科受診 眼科受診 訪問診療専門医療
機関受診

服用薬の管理・指導

多疾患罹患

罹患

セルフメディケーション
栄養相談

誤飲防止啓発

ドーピング防止くすり教育

公衆衛生

母子健康手帳

健康維持増進 ・ 予防での関わり

薬物治療・介護での関わり

これからの薬剤師・薬局が果たす役割これからの薬剤師・薬局が果たす役割
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看護師・ケアマネジャー・
保健師等の多職種

かかりつけ医・診療所等の
医療機関

地域包括支援センター

連携

行政

健康サポート機能を提供

健康サポート薬局を中心としつつ、
地域の薬局間で連携・協力を図りな
がら、すべての薬局が健康サポート
機能を備えるよう努め、地域住民に
よる主体的な健康の維持・増進を積
極的に支援することが大切

職能団体
（医師会、歯科医師会など）

地域住民

健康に関する
情報発信

健康サポート薬局

薬局Ａ

薬局Ｂ

地域における健康サポート機能の発揮地域における健康サポート機能の発揮
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 滋賀県薬剤師会、山口県薬剤師会 など

 薬局が健康に関する相談窓口となり、地域住民へ様々な情報を発信し、関係職種に繋げていく事業

他府県での台風の被害
のニュースが入っている
中、改めて防災に対す
る知識を再認識して頂く

よい機会となった。

高齢の患者さんが多い
ので、フレイル予防に対
する意識を高めていた
だくには有意義だった。

特定疾患の患者さんに詳しい話を聞
かれた。お話しする中で、いつも話さ
れていない病名などを知ることができ、

お互いに有意義だった。

薬局での健康サポート機能推進事業薬局での健康サポート機能推進事業
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薬剤師・管理栄養士がコラボレーショ
ン。病気や食生活に関する話題の提
供や相談会の実施。

１日薬剤師体験
地域の子供たちが、薬の
作り方や薬剤師の仕事
など薬局の裏側を体験。

薬剤師「いまさら聞けないお薬の疑問」
看護師「認知症予防」
栄養士「減塩のコツ」 等の
地域住民向け講座の実施。

ロコモ活動教室
ちょっとそこまで歩こう会

薬局に地域住民が集まり、看護師等も
同行しながらウォーキング等を実施。

健康フェア
お薬・栄養・介護相談会

健康通信

出前講座

季節に合わせて健康や疾病
予防に関する情報を発信。

受診勧奨により早期治療に
つながった事例（皮疹）
【背景】
○ 塗り薬を求めて薬局を訪れた。

【健康サポート薬局における対応】
○ 症状を伺った結果、帯状疱疹

の可能性を考慮し、受診勧奨を
した。

【その後の経過】
○ その後、抗ウイルス薬の処方箋

を持参され、帯状疱疹であったこ
とを確認した。

薬局の様々な活動薬局の様々な活動
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ファーコス薬局 高松
担当地域包括支援センター：練馬高松園
開催頻度：２か月に１回

偶数月の第３水曜日
10：30-11：30

内容：地域包括スタッフによる講座
『高齢者の骨折とその後の生活支援』
しゃべり場
バスボム作り体験
クリスマスコンサート など

たむら薬局 小竹町店
担当地域包括支援センター：第2育秀苑
開催頻度：２か月に１回

奇数月の第１木曜日
14：00-15：30

内容：病気にならないからだを作るための
体操とミニ講座『高血圧と減塩』
管理栄養士によるアドバイス など

 東京都練馬区

 薬局を活用した地域包括支援センターとの協働による“街かどケアカフェ”事業
 高齢者など地域住民が気軽に集い、お茶を飲みながら介護予防について学んだり、健康について

相談したりすることができる地域の拠点

薬局での「街かどケアカフェ」事業薬局での「街かどケアカフェ」事業
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■来局者に血圧測定を促す声かけ・相談応需

 来局者の自己血圧
測定

 自己血圧把握と記
録の重要性啓発や
生活習慣の指導

 必要に応じ受診勧
奨

 長野県薬剤師会

 長野県は健康長寿世界一を目指して「信州ACEプロジェクト」を展開。その一環として県民の血圧自己測
定を呼びかけ。

 長野県作成の「血圧ポスター」を掲示（自己血圧測定器周辺に掲示）
（血圧計を設置していない薬局も来局者の目につく場所に掲示）

 来局者に「ご自分の血圧をご存じですか？」と声かけ
 自己血圧測定の重要性と記録の促進、記録の習慣について説明
 血圧に関する相談応需
 血圧値に応じて医療機関への受診勧奨、生活習慣改善について説明

薬局での自己血圧測定声かけ事業薬局での自己血圧測定声かけ事業



©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved 29

神戸市薬剤師会では、2017年より要介護に陥りやすい状態か
どうかを評価する「フレイルチェック」を市内の各薬局で実施し
ている（約400薬局が参加）。
薬局薬剤師が、地域住民の心身機能や栄養状態を各店舗で
調べ、生活習慣の見直しや運動不足の解消を助言する。
年齢相応よりも筋肉量や活力が低下しているフレイル（虚弱）
状態にいち早く気付くため、薬剤師がアドバイザーとしての
役割を担う。

フレイル対策への取組フレイル対策への取組
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患家への医薬品・衛生材料等の供給
患者の状態に応じた調剤（一包化、簡易懸濁法、無菌製剤等）
薬剤服用歴管理（薬の飲み合わせ等の確認）
服薬指導・支援
服薬状況と副作用等のモニタリング
残薬の管理
医療用麻薬の管理（廃棄含む）
在宅担当医への処方提案等
ケアマネジャー等の医療福祉関係者との連携・情報共有

在宅患者への最適かつ効果的で
安全・安心な薬物療法の提供

在宅医療における薬剤師の主な役割在宅医療における薬剤師の主な役割
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兵庫県（令和３年度予算事業）
新型コロナウイルス感染症の影響により心身の不調を訴え精神科の受診者が増えると予測
抗うつ薬、眠剤などの治療薬→自殺の手段として薬物の過剰摂取を試みる可能性
↓

薬剤師の取組
・薬剤師の知識・経験や、対象者の薬剤服用歴等から対象者の生命や健康上のリスクの発生

について未然に防ぐ役割
・本人の情報を聞き取り、異変を感じた対象者の状態に応じた適切な対応力を身につける研修

・対応力向上研修 ・自殺ハイリスク者チェックシートの作成
・地域支援者認定缶バッジの作成 など

 自殺対策への薬剤師の関わりは、患者への服薬指導や薬学管理を通じて適切な
薬物療法を提供し過量服薬等を未然に防ぎ、自殺への結びつきを予防する「ゲー
トキーパー」としての役割が期待されています。

 また、薬局・薬剤師の持つ、患者の「小さな様子の変化」に気づくことのできる機能
を最大限に活かし、自殺予防に取り組んでいます。

新潟県薬剤師会「薬局・薬剤師のためのゲートキーパーマニュアル」（平成27年）
・薬剤師に期待される役割 ・ゲートキーパーの一員としての役割 ・自殺予防ゲートキーパーとは？
・アルコールとうつと自殺 ・過量服薬防止に関する医療的な対策への貢献 ・自殺予防のための相談窓口の活用 など

自殺対策への取組自殺対策への取組
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スポーツファーマシストは、（公財）日本アンチ・ドーピング機構が認
定した最新のアンチ・ドーピング規則に関する知識を有する薬剤師
• 競技者や指導者などに対し、薬の正しい使い方の指導、薬に関する健康教

育などの普及・啓発を行っている。

• 2009年に制度発足、認定者数10,211名 （2020年4月現在）

• スポーツファーマシストの主な活動

• 日本薬剤師会では、スポーツファーマシスト認定制度への協力のほか、アン
チ・ドーピング活動啓発資材や「薬剤師のためのアンチ・ドーピングガイドブッ
ク」の作成など、会を挙げてアンチ・ドーピング活動に取り組んでいる。

国民体育大会に向けた情報提供・啓発活動

学校教育の現場における医薬品の適正使用
を含めた情報提供・啓発活動

アンチ・ドーピング教育啓発活動における講
演会での講師

医薬品
の知識

ドーピング
の知識

選手の身近なアドバイザー選手の身近なアドバイザー

ドーピング防止への取組ドーピング防止への取組
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「第五次薬物乱用防止五か年戦略」（平成30年８月）
目標１ 青少年を中心とした広報・啓発を通じた国民全体の規範意識の向上による薬物乱用未然防止

(１)学校における薬物乱用防止教育・啓発の充実
【施策の内容】
・薬物乱用防止教育の内容の充実強化
・薬物乱用防止教室の充実強化
・学校と警察等関係機関・団体との連携強化
・研修等を通じた指導方法・指導者の資質向上

学校薬剤師は、保健体育教諭や養護教諭が学習指導要領に基づき行う教育をサポートします。

✔ 指導方法を工夫し、体育・保健体育科はもとより、道徳、
総合的な学習の時間等の学校の教育全体を通じて指導します

✔ 薬物乱用防止教室を学校保健計画において位置付け、
すべての中学校及び高等学校で年１回開催します。
小学校でも地域の実情に応じて開催に努めます

✔ 関係機関が連携して薬物乱用防止教室で活用するための
有効な資材の研究・開発を行います

✔ 薬物等に関する専門知識を有する警察職員、麻薬取締官、
学校薬剤師等が連携して薬物乱用防止教室を充実強化

中学校では、医薬品には主作用と副作用があり、回数や時
間、量などの使用方法を守って正しく使用する必要があること。
高等学校では、医薬品には医療用と一般用があり、承認制
度によって有効性・安全性が審査されていて、販売規制があ
ることを学びます。

「薬物乱用防止教育の充実について(通知)(平成30年12月19日)」より

中高生向け小冊子
「くすりは正しく使ってこそくすり！」
日本薬剤師会・くすりの適正使用協議会 共同制作

薬物乱用防止、医薬品適正使用教育の支援（学校薬剤師活動）薬物乱用防止、医薬品適正使用教育の支援（学校薬剤師活動）
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オンライン診療に伴う緊急避妊薬の調剤に関する研修会（女性薬剤師中
心、緊急避妊薬の常時配置義務付け）にてワンストップ支援センターのチ
ラシ等を薬局に配布。

緊急避妊薬の取り扱い、相談可能な薬剤師がいる薬局を検索できるよう
にHPをリニューアルし、検索サイトへの誘導するQRコード付きのカード
を作成中。

オンライン診療に伴う緊急避妊薬の調剤に関する研修会の内容を充実さ
せるため、実践的なサポート（連携資料の作成等）、性暴力救援センターか
ら講師を招聘して研修を実施予定。

薬局が持つ健康サポート機能を使い対象女性をすみやかに適切な施設に
紹介することができるアクセスポイントとなるように産婦人科医会、ワン
ストップ支援センターなどと連携をしていく。（協議中）

性暴力救援センター日赤なごやなごみ連携推進会議に参加して各種機関
との情報共有を行う。

オンライン診療に伴う緊急避妊薬の調剤に関する研修会を受講した薬剤
師に対し事後のアンケート調査を実施。

オンラインによる緊急避妊薬の処方可能医療機関のリスト化（医師会と協
議予定）。

愛知県薬剤師会の取組

女性の健康づくり支援女性の健康づくり支援
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 平成22年度から取組開始

 養成講座：年６回

「妊娠中の女性と胎児の生理、

先天異常」「母乳分泌の生理、

母乳、乳児の生理」などを医師・

大学教員等が解説

 データベースにサポート薬剤師が事例を報告、共有

 最終回に修了試験を実施

（ペーパーテスト、情報源の活用や判断、コミュニケーションに関す
る実技等。修了課題として、薬剤師として実際に対応した10事例の
提出も課している）

 更新は５年毎。毎年５事例の提出と講座受講

 現在約450名が妊娠・授乳サポート薬剤師として認定

愛知県薬剤師会

「妊娠・授乳サポート薬剤師」

• 妊娠反応（+）と出ました。３週間前に歯科の痛み止めを飲んだのです
が大丈夫でしょうか？

• 風邪をひいたのでバファリンを飲みたいのですが、どれくらい空けれ
ば授乳できますか？

• インフルエンザの予防接種をしましたが、子供への影響が心配です
（２か月児）

（愛知県薬剤師会編：妊娠・授乳と薬のガイドブック より）

相談例

妊産婦へのサポート妊産婦へのサポート
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新型コロナウイルス感染症の拡大による消毒薬不足を解消するため、
国において、都道府県からの依頼に基づき、手指消毒用エタノールの代
替品として、高濃度エタノール（95vol％）の一斗缶（18L）を無償配布する
スキームを実施。

使用にあたっては、精製水による希釈や使用可能な容器への分注が必
要。また、調整時には可燃性ガスの発生防止等のため、適切な知識・技
術等が必要。

北海道では、道医師会、道歯科医師会及び道薬剤師会の協力の下、一
斗缶（18L）での配布が困難な診療所、高齢者施設、教育施設等に対し
て、地域の薬局で高濃度エタノールを適切に希釈・分注したものを６月よ
り配布。

 1281の薬局が参加し、5238の施設に配布した。
配布先施設は医療機関、高齢者施設、教育機関、障がい者福祉施設、

役場など。

札幌市内のホテルで無症状・軽症患者の受け入れが始まり、道薬剤師
会は5月に北海道と感染症対策で連携・協力する協定を締結した。それ
に伴い、ホテル内に設置された臨時医療施設から交付されるFAX処方
箋について、同薬剤師会の会営薬局を中心に複数の薬局が調剤および
患者への服薬指導を行った。

令和２年12月当時、１日あたり４～５枚の処方箋について対応した。 写真提供：北海道薬剤師会

感染拡大防止への対応

宿泊療養者が使用する医薬品の供給、服薬指導

北海道における事例

新型コロナウイルス感染症への対応新型コロナウイルス感染症への対応
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• 救護所での調剤
• 巡回医療班への医薬品の払い出し
• 避難所での一般用医薬品の供給
• 巡回医療班への帯同
• 避難所の環境衛生への助言、指導（仮設トイレの衛生・害虫駆除、換気等）

• 避難所内及び車避難者への声掛け、トリアージ（熱中症、エコノミークラス症候群予防のための
注意喚起チラシの配布、災害弱者への援助、医療への橋渡し）

• 保健師との連携

写真提供：熊本県薬剤師会

災害時の薬剤師活動災害時の薬剤師活動
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かかる医療機関が変わったとしても
かかりつけ薬局・薬剤師において継続的に対応
⇒薬物療法の一元的・継続的管理

小児診療科 成人診療科専門医療

在宅移行
訪問診療訪問診療

成人期移行

在宅医療

医療的ケア児への対応、成人期への移行の支援医療的ケア児への対応、成人期への移行の支援
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令和３年度「成育医療分野における薬物療法等に係る連携体制構築推進事業」令和３年度「成育医療分野における薬物療法等に係る連携体制構築推進事業」

＜実施県薬剤師会＞
埼玉県薬剤師会
千葉県薬剤師会
東京都薬剤師会
福井県薬剤師会
愛知県薬剤師会
広島県薬剤師会
愛媛県薬剤師会
長崎県薬剤師会
熊本県薬剤師会
沖縄県薬剤師会
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令和4年度「薬局ビジョン実現に向けた薬剤師の
かかりつけ機能強化事業【第2期】」の実施について
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【事業１】研修の全国的な実施体制の検討・構築
日薬・県薬としての研修実施体制の整備
これまでの「薬局ビジョン実現のための薬剤師のかかりつけ機能強化事業」で取り組んできた
①研修シラバス
②次世代薬剤師指導者研修会の研修内容・成果

を活用し、生涯教育における重要分野における日薬・県薬としての研修実施体制を整備（共通的な研
修教材の作成・都道府県薬剤師会への提供等）

【事業２】薬剤師の資質向上と地域の医薬品提供体制の構築
地域における薬剤師の資質向上、医薬品提供体制の整備
各地域における薬剤師の資質向上（研修）、医療機関や関係行政・団体等との連携体制の構築、事業
成果の把握（評価指標の設定等）・広報等
3テーマ各5地域目途にモデル事業を実施
① 薬物療法を受けている小児患者（医療的ケア児等）
② 妊産婦等の適切な服薬管理・女性の健康支援
③ 薬物療法に関わる医療機関、薬局等の連携（医薬連携、薬薬連携）

研修の全国的な実施体制の検討・構築
薬剤師の資質向上と地域の医薬品提供体制の構築

薬剤師のかかりつけ機能の強化、専門性の向上
地域の他職種・機関と連携した医薬品提供体制

地域住民・地域社会に対する薬剤師サービス《医薬品提供体制》のさらなる向上

事業内容 事業成果

R5年度初頭
モデル事業報告会

（全国会議）

令和４年度薬局ビジョン実現に向けた薬剤師のかかりつけ機能強化事業【第２期】令和４年度薬局ビジョン実現に向けた薬剤師のかかりつけ機能強化事業【第２期】
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【事業２】モデル事業実施都道府県薬剤師会【事業２】モデル事業実施都道府県薬剤師会

① 薬物療法を受けている小児患者（医療的ケア児等）：7県薬
千葉、福井、大阪、広島、愛媛、福岡、熊本

② 妊産婦等の適切な服薬管理・女性の健康支援：9県薬
埼玉、神奈川、新潟、富山、石川、奈良、山口、香川、佐賀

③ 薬物療法に関わる医療機関、薬局等の連携（医薬連携、薬薬連携）：7県薬
岩手、三重、滋賀、京都、兵庫、宮崎、鹿児島

（参考）下線は令和３年度「成育医療分野における薬物療法等に係る連携体制構築推進事業」実施県薬
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〇 第１類医薬品における
・「文書を用いて情報提供があった」は76.5%（前年72.4%）
・「情報提供された内容を理解したかどうか等の確認の有無」について

「確認があった」は77.7%（75.6%）

⇒前年から改善するも、約３割で未だ遵守されていない
・国民の安全・安心な医薬品の使用を貶め、医薬品へのアクセスを阻害し、医薬
品の安定供給に関して危機的な状況を招く可能性がある。

・薬を取り扱う専門職である薬剤師の存在意義を危うくし、要指導医薬品や第１
類医薬品等の販売だけではなく、処方箋に基づく調剤の信頼性にまで影響を及
ぼしかねない。

・国民の薬剤師に対する期待に背くことになり、薬剤師の職能の幅を狭める。

薬剤師は、薬剤師法その他関連法令等を正しく理解するとともに、これらを遵守して職務を
遂行する。 →100％できて当たり前

法令等の遵守

最新の関係法令等を正しく理解して遵守することはもちろん、社会から厳しい目で見られていることを認識するとともに、
期待と責任を意識して職務を遂行しなければならない。

遵守できない ＝ 法令違反
医薬品販売制度実態把握調査結果（令和３年度調査）

医薬品販売制度の法令遵守医薬品販売制度の法令遵守
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都道府県薬剤師会におかれては、医薬品を使用する国民が安
心してかつ安全に医薬品を使える環境を確保するため、より
一層の法令遵守の徹底を貴会会員に周知いただくとともに、
各薬務主管課との連携した取り組みのほか、法令遵守ができ
ていない薬局等が確認された場合には、法令に基づいた販売
方法の徹底など、直ちに改善するようご指導をお願いしたい。

行政の対応

 厚生労働省は、例年、各自治体の薬務主管課に対し、
本調査で不遵守項目が確認された薬局等については個別に確
認、監視指導を実施することを依頼している。

 本年度より、各自治体が指導する際には、当該店舗に対し、
本調査において不遵守の項目があったことを伝える。

医薬品販売制度実態把握調査結果を受けた対応

医薬品販売制度の法令遵守医薬品販売制度の法令遵守
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具体的な対応 目的 根拠法令

１

□ 鎮咳去痰薬、かぜ薬（内用）、解熱鎮痛薬、鼻炎用内服薬、催眠鎮
静薬などの濫用等のおそれのある医薬品は複数個の販売をしない。

□ 自由に手に取れる個所に複数個の陳列を避けるなど、複数個の購入
が起きない工夫をする。

□ 例えば、カウンターの背後に陳列など、来局者の直接手の届かない
位置に陳列する。または、陳列は空箱で対応、商品カードで対応する、
などの工夫を行う。

複数個
購入の
防止

薬機法
施行規
則第15
条の
２・
１・ハ
等

２

□ 濫用等のおそれのある医薬品を販売する場合、薬局及び店舗に備え
ている要指導医薬品・第一類医薬品等の販売記録に記入するとともに
（または別の記録でも差し支えない）、薬局及び店舗内での情報連携
を徹底し、販売管理をする。

□ 濫用等のおそれのある医薬品を販売する際には、必ず上記の販売記
録を確認した上で適正な販売対応をする。

頻回購
入の防
止

薬機法
施行規
則第15
条の
２・
１・ハ
等

３

□ 濫用等のおそれのある医薬品の販売を行う際には、他の薬局や店舗
での購入状況、保有状況を確認し、その内容を上記の販売記録に記載
する。

□ 他の薬局や店舗での購入状況に応じて、適切な指導等を行う。

複数薬
局及び
店舗で
の購入
防止

薬機法
施行規
則第15
条の
２・
１・ロ
等

４

□ 濫用の事例が多いとされる若年者には、氏名・年齢を確認し、濫用
が助長されないよう注意喚起し、必要に応じて販売しない。

□ 学生証等の身分証明書の提出を求めるなど、提出がなければ販売し
ない。

□ その旨を薬局及び店舗内に掲示する。

若年者
への不
適切な
販売の
防止

薬機法
施行規
則第15
条の
２・
１・ロ
等

本会会員ホームページより
ダウンロード可能

「市販薬の濫用防止ポスター」

濫用等のおそれのある医薬品の販売に関する対策
（令和元年11月20日付け日薬業発第276号等にて発出済）

※厚生労働省からも自治体に対し、監視指導の際に以下を活用することを求めている。

医薬品販売制度の法令遵守医薬品販売制度の法令遵守
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薬局

歯科含む

医療

機関 医薬品
卸売業

行政

保険者

民生

委員

町内会

老人会
学校

警察

介護

事業者

成年

後見人

他の

薬局

管理

栄養士

薬剤師が行う連携とは薬剤師が行う連携とは
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薬剤師は、調剤、医薬品の供給その他薬事衛生をつかさどる
ことによって、公衆衛生の向上及び増進に寄与し、もって国民
の健康な生活を確保するものとする。

医薬品の医薬品の
供給

調剤 薬事衛生薬事衛生

国民の健康な生活

薬剤師法第一条（薬剤師の任務）薬剤師法第一条（薬剤師の任務）
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人口（千人） 健サポ数
人口10万人あたり

健康サポート薬局数

北海道 5,183 159 3.07 

青森県 1,221 25 2.05 

岩手県 1,196 22 1.84 

宮城県 2,290 45 1.97 

秋田県 945 39 4.13 

山形県 1,055 26 2.46 

福島県 1,812 72 3.97 

茨城県 2,852 104 3.65 

栃木県 1,921 51 2.65 

群馬県 1,927 45 2.34 

埼玉県 7,340 182 2.48 

千葉県 6,275 117 1.86

東京都 14,010 380 2.71 

神奈川県 9,236 189 2.05 

新潟県 2,177 55 2.53 

富山県 1,025 18 1.76

石川県 1,125 40 3.56 

福井県 760 14 1.84 

山梨県 805 12 1.49 

長野県 2,033 76 3.74 

岐阜県 1,961 38 1.94 

静岡県 3,608 60 1.66 

愛知県 7,517 92 1.22 

三重県 1,756 50 2.85 

滋賀県 1,411 26 1.84 

人口（千人） 健サポ数
人口10万人あたり

健康サポート薬局数

京都府 2,561 40 1.56

大阪府 8,806 285 3.24 

兵庫県 5,432 69 1.27 

奈良県 1,315 25 1.90 

和歌山県 914 54 5.91 

鳥取県 549 9 1.64

島根県 665 18 2.71 

岡山県 1,876 64 3.41 

広島県 2,780 69 2.48 

山口県 1,328 47 3.54 

徳島県 712 31 4.35 

香川県 942 37 3.93 

愛媛県 1,321 33 2.50 

高知県 684 20 2.92 

福岡県 5,124 113 2.21 

佐賀県 806 15 1.86

長崎県 1,297 33 2.54 

熊本県 1,728 45 2.60 

大分県 1,114 31 2.78 

宮崎県 1,061 13 1.23 

鹿児島県 1,576 21 1.33 

沖縄県 1,468 17 1.16 

人口推計（総務省統計局・令和3年10月1日現在）より日本薬剤師会にて試算

対10万人あたり健康サポート薬局数対10万人あたり健康サポート薬局数
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人口（千人） 健サポ数
人口10万人あたり

健康サポート薬局数

横浜市 3,772 92 2.44 

川崎市 1,541 33 2.14 

相模原市 727 12 1.65 

横須賀市 380 7 1.84 

平塚市 258 2 0.78 

鎌倉市 172 8 4.64 

藤沢市 443 8 1.80

小田原市 187 1 0.53 

茅ヶ崎市 244 1 0.41 

逗子市 57 2 3.53 

三浦市 41 0 0.00

秦野市 162 5 3.09 

厚木市 224 2 0.89 

大和市 243 4 1.65 

伊勢原市 101 1 0.99 

海老名市 139 3 2.15 

座間市 132 0 0.00 

人口（千人） 健サポ数
人口10万人あたり

健康サポート薬局数

南足柄市 40 0 0.00 

綾瀬市 83 0 0.00 

葉山町 31 0 0.00 

寒川町 49 0 0.00 

大磯町 31 0 0.00 

二宮町 27 0 0.00 

中井町 9 0 0.00 

大井町 17 0 0.00 

松田町 10 0 0.00 

山北町 9 0 0.00 

開成町 19 0 0.00 

箱根町 11 0 0.00 

真鶴町 7 0 0.00 

湯河原町 23 1 4.38 

愛川町 39 0 0.00 

清川村 3 0 0.00 

人口推計（総務省統計局・令和3年10月1日現在）および
神奈川県ホームページを基に長津試算

対10万人あたり健康サポート薬局数対10万人あたり健康サポート薬局数
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国民皆保険、地域包括ケアシステムに貢献する薬局・薬剤師の実現
地域・患者への適切な医療提供体制を支える薬局・薬剤師

国民皆保険、地域包括ケアシステムに貢献する薬局・薬剤師の実現

患者・住民が使う医薬品の一元的管理と、受ける薬物治療の観察・管理

調剤薬の提供

OTC薬の供給

医療機関

薬局

薬剤師サービス
の提供

受診
医薬・薬薬協働

評価
＋
分析

相談
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日本薬剤師会政策提言2022より抜粋

将来目指すべき薬剤師・薬局の姿、薬剤師の役割
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 日本薬剤師会は、引き続き、薬局の健康サポート機能の向上、健康サ
ポート薬局の推進について取り組んでいく。都道府県・都道府県薬剤師
会におかれては、薬局の持つ機能や薬剤師サービスがより一層国民・関
係者に理解されるよう、お力添えいただきたい。

 「地域包括ケアシステムの中で、かかりつけ薬剤師・薬局が、地域住民
による主体的な健康の維持・増進を支援することを『薬局の目指す姿』
として、かかりつけ薬剤師・薬局機能とあわせて、健康サポート機能の
充実・強化に努めていく」ことを達成するために、社会から評価を得ら
れるよう尽力したい。

 都道府県の医療・介護部局のみならず、健康づくりを所管する部局とも
十分に連携いただきたい。薬剤師・薬局はどのライフステージにも寄り
添える職種であることを今以上に国民や関係者に理解いただく必要があ
るため、これまで以上に国民の健康な生活に寄与するような取り組みを
お願いしたい。

おわりにおわりに


